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令和 4 年度の税制改正で住宅ローン等の特別控除の制度が見直されたそうですが、どのよ

うに変わったのでしょうか？

解説

１． 主な内容

①年末ローン残高の控除率が 1％から 0.7％に下がりました。

②控除対象となる年末の借入金残高が下がりました。

③床面積が 40 ㎡以上でも一定の場合は適用を受けられるようになりました。

④適用対象者の所得要件が 2000 万円以下に引き下げられました。

２． 改正前と改正後の比較

住宅ローン減税等の特別控除については、改正前と改正後で下記のように変わります。

改正前

入居時期

2021年(R3) 2022年(R4) 2023年（R5） 2024年(R6) 2025年(R7）

控除率1.00％

控除対象借入限度額/控除期間

控除限度額(年)　最大控除額

5,000万円/13年
50万円(年)　600万円

（消費税率10％引き上げに伴う措置）

合計所得金額が
3,000万円以下

50㎡以上　合計所得金額が

1,000万円以下の場合40㎡以上

＊2　11～13年目は以下の2つのうち少ない方の金額が3年にわたり適用

●住宅ローン残高または住宅の取得対価(上限4,000万円)のうち小さい方の1％

●建物の取得価額(上限4,000万円)の2％÷3

中
古

合計所得金額が2,000万円以下

床面積要件 50㎡以上　合計所得金額が1,000万円以下の場合40㎡以上

＊1　2023年(令和5年)までに建築確認を受けた新築住宅に限る

省エネ基準適合住宅

ZEH水準省エネ住宅・

認定住宅

所得要件
適用対象者の適用

を受ける年分

2,000万円/10年
20万円(年)　200万円

2,000万円/10年　14万円(年)×10＝140万円

3,000万円/10年　21万円(年)×10＝210万円

控除限度額(年)　最大控除額

認定住宅

一般住宅

改正後

入居時期

控除率0.70％

控除対象借入限度額/控除期間

新

築

4,000万円/13年
40万円(年)　480万円＊2
(消費税率10％引き上げに伴う措置)

3,000万円/13年

21万円(年)×13＝273万円

2,000万円/13年

14万円(年)×10＝140万円　＊1

4,000万円/13年
28万円(年)×13＝364万円

3,000万円/13年
21万円(年)×13＝273万円

4,500万円/13年

31.5万円(年)×13年＝409.5万円

3,500万円/13年

24.5万円(年)×13＝318.5万円

5,000万円/13年
35万円(年)×13＝455万円

4,500万円/13年
31.5万円(年)×13＝409.5万円

一般住宅

省エネ基準適合住宅

ZEH水準省エネ住宅

要するに…

Ｑ
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令和 4年からの住宅ローン減税

適用を受けられる対象者や家屋などが広がった一方、控除額については縮減されました。た

だし、省エネ住宅など一定のものに該当すると控除額が少し有利になります。

住宅ローン等がある場合の所得税額の特別控除について、適用期限を令和 7 年（2025

年）12 月 31 日まで 4 年延長するとともに、いろいろな措置が講じられました。


